別記様式第７号の1　　（借受者が担保を提供する場合）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　抵当権設定契約書　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　東京都（債権者、抵当権者。以下「甲」という。）と　　　　（債務者兼抵当権設定者。以下「乙」　　
　　という。）は、甲が　　　　年　　月　　日付けで乙に対して貸し付けた（資金名）資金　　　　　円也　　
　　に関する一切の債務（末尾表示の債務。以下「貸付金等債務」という。）を担保するため（資金名）資金　　
　　借用証書特約条項第　条の規定に基づき次により末尾記載の不動産に抵当権を設定する抵当権契約を締　　
　　結した。

（抵当権の設定）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　第１条　乙は、貸付金等債務を担保するため、甲に対し、乙所有の後期目録記載の不動産（以下「抵当　　
　　　物件」という。）に順位第　位の抵当権を設定した。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　（登記承諾書の作成）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　第２条　甲が登記事務を行う場合、乙は、本契約締結後速やかに第１条の抵当権の設定に係る登記承諾　　
　　　書を甲に提出するものとする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（抵当権の範囲）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　第３条　第１条の規定による抵当権は、借入金債務のほか、（資金名）資金借用証書特約条項第　条の違　　
　　　約金年１２．２５パ－セント及び抵当権実行の際の費用を担保するものとする。　　　　　　　　　　　
　　（損害を及ぼす権利等が存在しない保証）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　第４条　乙は、抵当物件について瑕疵又は先取特権、その他甲に損害を及ぼす権利が存在しないことを　　
　　　保証する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　（抵当物件の処分及び現状変更等の制限）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　第５条　乙は、甲の書面による承認がなければ抵当物件を他人に譲渡し、所有権を移転し、他の債務の　　
　　　　担保にし、賃借（若しくは賃借権の設定）し、又は抵当物件の上に他の物件を設ける等々、抵当物　　
　　　　件の現状を変更するなどにより都に損害を及ぼし、又は及ぼすおそれのある行為をしてはならない。　　　　　　（通知義務）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　第６条　乙は、抵当物件が原因のいかんにかかわらず滅失し、き損し、又はその他により価値が減少し　　
　　　　た場合は、遅滞なくその旨を甲に通知しなければならない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　（追加担保又担保の変更等）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　第７条　甲は第４条による通知を受けた場合、又はその事実を発見した場合は乙に対し、追加担保、又　　
　　　は担保の変更を請求することとし、乙はこれを提供しなければならない。　　　　　　　　　　　　　　
　　２　前項の規定による甲の請求に対して、乙が担保を提供しないときは、乙は甲の請求に基づき貸付金　　
　　　債務の全部又は一部の弁済をしなければならない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（補償金、精算（清算）金等）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　第８条　抵当物件の滅失、き損、公用徴収、又はその他の原因により、乙が補償金、精算（清算）金等　　
　　　を受けとることとなったときは、その債権を甲に譲渡し、又は取立ての権限を甲に授与するものとする。

２　甲は、前項の規定により金銭を受領したときは、貸付金の弁済期のいかんにかかわらず適宜債務の　　
　　　弁済に充当することができるものとし、乙はこれに対して異議を申し立てないものとする。　　　　　　
　　（損害保険）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　第９条　乙は、抵当物件中建物について抵当権の存続する間、その物件に対し、次の各号により損害保

険を付するものとし、甲に対する必要な手続きをとらなければならない。　　　　　　　　　　　　　　
　　　(1) 　抵当物件に対して、保険会社と損害保険（火災・地震含む）契約を締結し、これを継続するこ　　
　　　　と。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　(2) 　抵当物件がり災等したときは、甲がその保険金を直接請求し、受領するために保険金請求権の　　
　　　　うえに甲に保険金が直接支払われる質権を設定し、保険会社に通知すること。　　　　　　　　　　　
　　　(3) 　乙は、質権設定承認請求書（別記様式第　　号）により、保険会社の承認印を受けて保険証券　　
　　　　とともに甲に速やかに提出すること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　(4) 　甲が(2) により保険金を受領したときは、債務の償還金の弁済期のいかんにかかわらず優先し　　
　　　　　てこの契約による債務の弁済に充当することができるものとし、乙はこれに対して異議を申し立　　
　　　　　てないものとする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　（抵当物件の調査）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　第10条　甲は債権保全上必要があると認めるときは、いつでも抵当物件を調査することができるものと　　
　　　し、乙はこれに必要な協力を行うものとする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　（登記及び費用の負担）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　第11条　登記（抵当権設定・抹消登記等）は、甲又は乙が行うものとする。　　　　　　　　　　　　　　

割　　２　抵当権の設定契約締結、抵当権設定登記（若しくは登録）・抹消、登録免許税等(資金名)資金を借　　
　　　り受けに要する費用、又は抵当物件の処分に必要な一切の費用は、すべて乙が負担する。　　　　　　　
　　（公正証書の作成及び費用負担）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　第12条　乙は、甲から請求があった場合は、いつでもこの契約に基づく債務について、強制執行の認諾　　
　　　のある公正証書の作成に応じるものとし、費用は乙が負担する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　（担保物件の処分）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　第13条　甲は、乙が返済を延滞し、又は返済が困難となった場合は、債権保全のため必要に応じて抵当　　
　　　物件を競売、又はその他の方法により処分することができるものとし、乙は異議を申し立てないもの　　
　　　とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　（担保保存義務の免除、代位）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　第14条　乙は、甲がその都合によって他の担保、又は保証を変更し、解除しても免責を主張しないこと　　
　　　とし、これに異議を申し立てないものとする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　２　乙が弁済等により甲から代位によって取得した権利は、甲との取引継続中は、甲の同意がなければ　　
　　　これを行使しないものとし、甲から請求があれば、その権利又は順位を甲に無償で譲渡するものとする。　　
　　（その他）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　第15条　本契約に定めなき事項はすべて（根拠規定名　規則、要綱、要領名）(資金名)借用証書裏面特約条項を適用又は準用するものとする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　
本契約の成立を証するため、本書２通を作成し、各自記名捺印のうえ、各１通を保有する。　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　年　　月　　日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
印　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　甲（債権者・抵当権者）　東　　京　　都　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　代表者　東京都知事　　　　　　　　　　　　　　　　 印　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　乙（債務者）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 印　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(実印) 　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　（※乙は印鑑証明書１通添付のこと）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　
１　債務の表示　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　（１）甲の債権額　　　金　　　　　　　　　　　　千円（乙の債務額）　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　（２）貸付年月日　　　　　　　年　　月　　日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　（３）償還方法　　　　元金均等償還　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　第　１回　　　　　年　　月　　日　金　　　　　　　千円償還　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　第　２回　　　　　年　　月　　日　金　　　　　　　千円償還　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　第　３回　　　　　年　　月　　日　金　　　　　　　千円償還　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　第　４回　　　　　年　　月　　日　金　　　　　　　千円償還　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　第　５回　　　　　年　　月　　日　金　　　　　　　千円償還　　　　　　　
割　　　　　　　　　　　　　第　６回　　　　　年　　月　　日　金　　　　　　　千円償還　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　第　７回　　　　　年　　月　　日　金　　　　　　　千円償還　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　第　８回　　　　　年　　月　　日　金　　　　　　　千円償還　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　第　９回　　　　　年　　月　　日　金　　　　　　　千円償還　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　第１０回　　　　　年　　月　　日　金　　　　　　　千円償還　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　第１１回　　　　　年　　月　　日　金　　　　　　　千円償還　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　第１２回　　　　　年　　月　　日　金　　　　　　　千円償還　　　　　　　
　　（４）利　　　率　　　無　利　子　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　（５）違　約　金    　　　債務の履行を怠ったとき支払うべき延滞元金につき年１２．２５パ－セント

２　抵当物件目録　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　抵当物件の表示　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　（１）土　地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	
印

	所　　　在　　　地
	地　　目
	地　　積 （㎡）
	所　有　者
	備　　考
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	


印　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　（２）建　物　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	
	所　　在　　地
	家屋番号
	種　類
	構　　造
	床面積（㎡）
	所 有 者
	備　　考
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


別記様式第７号の２　　（物上保証人が担保を提供する場合）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　抵当権設定契約書　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　東京都（債権者、抵当権者。以下「甲」という。）と（債務者。以下「乙」という。）及び（抵当権設定者。以下「丙」という。）は、甲が　　　　年　　月　　日付けで乙に対して貸し付けた（資金名）資金　　　　　　円也に関する一切の債務（末尾表示の債務。以下「貸付金等債務」という。）を担保するため（資金名）資金借用証書特約条項第　条の規定に基づき次により末尾記載の不動産に抵当権を設定する抵当権契約を締結した。

　  （抵当権の設定）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　第１条　乙は、貸付金等債務を担保するため、甲に対し、丙所有の後期目録記載の不動産（以下「抵当　　
　　物件」という。）に順位第　位の抵当権を設定した。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　  （登記承諾書の作成）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　第２条　甲が登記事務を行う場合、丙は、本契約締結後速やかに第１条の抵当権の設定に係る登記承諾　　
　　　書を甲に提出するものとする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　（抵当権の範囲）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　第３条　第１条の規定による抵当権は、借入金債務のほか、(資金名)資金借用証書特約条項第　条の違　　
　　　約金年１２．２５パ－セント及び抵当権実行の際の費用を担保するものとする。　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　（損害を及ぼす権利等が存在しない保証）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　第４条　乙及び丙は、抵当物件について瑕疵又は先取特権、その他甲に損害を及ぼす権利が存在しない　　
　　　ことを保証する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　  （抵当物件の処分及び現状変更等の制限）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　第５条　乙及び丙は、甲の書面による承認がなければ抵当物件を他人に譲渡し、所有権を移転し、他の　　
　　　債務の担保にし、賃借（若しくは賃借権の設定）し、又は抵当物件の上に他の物件を設ける等々、抵　　
　　　当物件の現状を変更するなどにより都に損害を及ぼし、又は及ぼすおそれのある行為をしてはならない。　　　　　

(通知義務）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　第６条　乙及び丙は、抵当物件が原因のいかんにかかわらず滅失し、き損し、又はその他により価値が　　
　　　減少した場合は、遅滞なくその旨を甲に通知しなければならない。　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　

（追加担保又担保の変更等）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　第７条　甲は第４条による通知を受けた場合、又はその事実を発見した場合は乙に対し、追加担保、又　　
　　　は担保の変更を請求することとし、乙はこれを提供しなければならない。　　　　　　　　　　　　　　
　　２　前項の規定による甲の請求に対して、乙が担保を提供しないときは、乙は甲の請求に基づき貸付金　　
　　　債務の全部又は一部の弁済をしなければならない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（補償金、精算（清算）金等）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第8条 抵当物件の滅失、き損、公用徴収、又はその他の原因により、丙が補償金、精算（清算）金等　

　を受けとることとなったときは、丙は、その債権を甲に譲渡し、又は取立ての権限を甲に授与するも　　
　　　のとする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　２　甲は、前項の規定により金銭を受領したときは、貸付金の弁済期のいかんにかかわらず適宜乙の債　　
　　　務の弁済に充当することができるものとし、丙はこれに対して異議を申し立てないものとする。　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　（損害保険）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　第９条　丙は、抵当物件中建物について抵当権の存続する間、その物件に対し、次の各号により損害保　　
　　　険を付するものとし、甲に対する必要な手続きをとらなければならない。　　　　

 (1) 　抵当物件に対して、保険会社と損害保険（火災・地震含む）契約を締結し、これを継続するこ

と。
　　　(2) 　抵当物件がり災等したときは、甲がその保険金を直接請求し、受領するために保険金請求権の　　
　　　　 うえに甲に保険金が直接支払われる質権を設定し、保険会社に通知すること。　　　　　　　　　　　
　　　(3) 　丙は、質権設定承認請求書（別記様式第　　号）により、保険会社の承認印を受けて保険証券　　
　　　　 とともに甲に速やかに提出すること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　(4) 　甲が(2) により保険金を受領したときは、債務の償還金の弁済期のいかんにかかわらず優先し　　
　　　　　てこの契約による乙の債務の弁済に充当することができるものとし、丙はこれに対して異議を申　　
　　　　  し立てないものとする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　

（抵当物件の調査）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　第10条　甲は債権保全上必要があると認めるときは、いつでも抵当物件を調査することができるものと　　
　　　し、丙はこれに必要な協力を行うものとする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
割　（登記及び費用の負担）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　第11条　登記（抵当権設定・抹消登記等）は、甲又は丙が行うものとする。　　　　　　　　　　　　　　
　　２　抵当権の設定契約締結、抵当権設定登記（若しくは登録）・抹消、登録免許税等農業改良資金を借　　
　　　り受けに要する費用、又は抵当物件の処分に必要な一切の費用は、すべて乙が負担する。　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　（公正証書の作成及び費用負担）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　第12条　乙及び丙は、甲から請求があった場合は、いつでもこの契約に基づく債務について、強制執行　　
　　　の認諾のある公正証書の作成に応じるものとし、費用は乙が負担する。　　　　　　　　　　　　　　　
　　

（担保物件の処分）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　第13条　甲は、乙が返済を延滞し、又は返済が困難となった場合は、債権保全のため必要に応じて抵当　　
　　　物件を競売、又はその他の方法により処分することができるものとし、丙は異議を申し立てないもの　　
　　　とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　（担保保存義務の免除、代位）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　第14条　乙及び丙は、甲がその都合によって他の担保、又は保証を変更し、解除しても免責を主張しな　　
　　　いこととし、これに異議を申し立てないものとする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　２　乙及び丙が弁済等により甲から代位によって取得した権利は、甲と乙との取引継続中は、甲の同意　　
　　　がなければこれを行使しないものとし、甲から請求があれば、その権利又は順位を甲に無償で譲渡す　　
　　　るものとする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（その他）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　第15条　本契約に定めなき事項はすべて（根拠規定名　規則、要綱、要領名等）（資金名）借用証書裏面特約条項を適用又は準用するものとする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　本契約の成立を証するため、本書３通を作成し、各自記名捺印のうえ、各１通を保有する。　　　　　　
　　　　　　年　　月　　日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　甲（債権者・抵当権者）　東　　京　　都　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　代表者　東京都知事　　　　　　　　　　　　　　　　印　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　乙（債務者）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　　　　　　　　　　　　　　　　
印　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　( 実印) 　　　　　　　　　　　　　
　　　　　丙（抵当権設定者）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　( 実印) 　　　　　　　　　　　　　
　　　　（※乙及び丙は印鑑証明書各１通添付のこと）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
１　債務の表示　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　（１）甲の債権額　　　金　　　　　　　　　　　　千円（乙の債務額）　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　（２）貸付年月日　　　　　　　年　　月　　日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　（３）償還方法　　　　元金均等償還　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　第　１回　　　　　年　　月　　日　金　　　　　　　千円償還　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　第　２回　　　　　年　　月　　日　金　　　　　　　千円償還　　　
　　　　　　　　　　　　　　第　３回　　　　　年　　月　　日　金　　　　　　　千円償還　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　第　４回　　　　　年　　月　　日　金　　　　　　　千円償還　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　第　５回　　　　　年　　月　　日　金　　　　　　　千円償還　　　　　　
割　　　　　　　　　　　　　第　６回　　　　　年　　月　　日　金　　　　　　　千円償還　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　第　７回　　　　　年　　月　　日　金　　　　　　　千円償還　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　第　８回　　　　　年　　月　　日　金　　　　　　　千円償還　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　第　９回　　　　　年　　月　　日　金　　　　　　　千円償還　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　第１０回　　　　　年　　月　　日　金　　　　　　　千円償還　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　第１１回　　　　　年　　月　　日　金　　　　　　　千円償還　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　第１２回　　　　　年　　月　　日　金　　　　　　　千円償還　　　　　　
（４）利　　　率　　　無　利　子　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　（５）違　約　金    　債務の履行を怠ったとき支払うべき延滞元金につき年１２．２５パ－セント　　　
２　抵当物件目録　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　抵当物件の表示　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　（１）土　地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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印　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　（２）建　物　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	
	所　　在　　地
	家屋番号
	種　類
	構　　造
	床面積（㎡）
	所 有 者
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